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中国産業連関表による価格体系分析

李　　　　　潔

　《産業連関論〉ないし《投入産出分析》はＷ．レオンチ ェフによっ て提唱されて以来 ，

国民経済の実際の問題の究明に対する有効な分析道具として利用され，とりわけ第２次

大戦後，各国の政府機関を中心にして盛んに検討されて来た 。

　現在，中国においても，産業連関表か作成されるに至った。産業連関分析の積極的な

利用は，転換期における中国の０正確た現状認識（２）望ましい産業構造（３）合理的な価

格体系＠完全雇用の達成　最適成長経路＠経済計画の策定などの諸領域において ，

数量的分析と論理の整合性にとっ て不可欠である 。

　しかしながら，産業連関分析は中国においては歴史が浅く ，その手法にも今後開拓す

べき余地は少なくない。とりわけ応用面についてはこれからの課題と思われる 。

　本稿では，中国における産業連関表の作成とその特質及び問題点を概観してから，上

に取り上げたテーマの一つ　　現在中国で行っている経済改革の要と言われている

価格体系の改革にしぽって，中国が唯一公表している１９８１年表を用いてシミュレーショ

ソ計算を行い，中国価格体系の分析を試みる 。

　本稿を作成するにあたり ，大学院入学以来御指導を賜っている恩師甲賀光秀先生をは

じめ山田彌 ・松野昭二 ・稲葉和夫の諸先生方の学恩にあらためて感謝の言葉を申し上げ

たい。又，本稿の作成に御助言をいただいた井手啓二先生　田畑理　先生（大阪市立大

学経済学部助教授）に厚く御礼を中し上げる 。

序　　中国の経済改革と産業連関表の導入

（一）　産業連関表の導入

１９８６年の４月７日に新華杜発の〈人民日報〉は，〈国務院が投入産出の調査を決定〉

（２１２）
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と題して，次のような報道を伝えた。すなわち ，

　　「中国杜会における経済のマクロ 的管理水準を高めるために，国務院は以後５年ご

　とに投入産出の調査を行って，全国投入産出調査表を作成することを決定した。経済

　活動において，財力，物力，人力をどの程度投入し，杜会的生産物をどの程度産出す

　るかということは，経済的パフォーマンスを測るうえで主要な標識となる。こうした

　観点に立 って，国務院は全国投入産出調査協同グループの創立を発表した。すなわち ，

　このグループは国務院発展研究センター総幹事馬洪を班長に，国家統計局局長張塞を

　副班長に任命し，国務院経済技術杜会発展研究セソター 国家体制改革委員会，国家

　経済委員会，国家科学委員会，財政部，鉄道部，中国人民銀行，国家統計局などの関

　係機関の責任者が調査協同グループの作業に参加する 。」

　そして２ヵ月後の６月に，中国国家計画委員会経済予測セソターと国家統計局国民経

済バラソス統計部は，《全国投入産出表１９８１》を中国で最初の価格評価にもとづく投入

産出表の試作として，正式に公表した。この表のｆ乍成に至る過程については以下に述べ

　　　　　　１）
ることにしよう 。

　中国国家統計局はすでに５０年代から，各専門統計に基づいて，総合パラソス統計の作

業が始まり ，その時，杜会生産物生産 ・蓄積 ・消費のパラソス 表， 国民収入分配 ・再分

配バランス表ぼかりではなく ，国民経済部門連関バランス表も作成した。この基盤式の

バラソス表は産業連関表（価格評価）のことである。同じ時期に，経済理論界もこれに

ついての研究を行った。中国科学院数学研究所運壽室は１９６０年に産業連関理論を検討す

ることを目的として，経済数学方法クル ーフ を設立し，中国一の製鉄工場　　鞍山鋼鉄

公司を対象として，企業 レベルの投入産出表を試作したことがあ った。中国杜会科学院

経済研究所もこの研究を行った。さらに，国家計画委員会 ・国家統計局は１９６２年に中国

における産業連関表の応用をテーマとして座談会を行った。しかし，その直後に発動さ

れた文化大革命のため，産業連関理論は煩鎖哲学，数学ゲームとして批判され，これに

対する研究が長期間にわた って中断された 。

　この作業の再開は文化大革命の後期であ った。１９７４年に中国科学院数学研究所の進言

によっ て，マクロ 経済管理に対する有用性もあ って，国家経済委員会 ・国家統計局計算

セソター・ 数学研究所 ・中国人民大学および北京経済学院のスタ ッフたちは，国家計画

委員会と国家統計局の支持を受け，中国最初の全国 レベルの産業連関表を作成し始めた 。

この１９７３年を対象とし，６１種類の主要生産物についての物量産業連関表は，１９７６年に完

成した 。

（２１３）
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　中国共産党中央委員会第５期全国人民代表大会以降，経済建設が階級闘争より優先さ

れ， 産業連関モデルを含める現代経済数量分析方法の研究および応用にも道が一層開か

れた。１９７９年の後半には経済理論界における計画手法の論議の上に，新たに産業連関表

を重視すべきであると提案された。中国杜会科学院は１９８０年から１９８１年にかけて
，

『１９７９年２１部門の価格投入産出佑算表（簡易表）』を試作した。１９８０年６月に，中国科学

院に所属する科学所の６名の科学者は新しい産業連関表を作成して，実際の計画立案に

産業連関技術を応用するように，国務院に提案した。国務院はこの提案を受け，山西省

統計局に，実験的に産業連関表を試作することを命じた。１９８１年には，国家統計局は

『統計作業の強化と改革についての報告』を国務院に提出した。この報告には，総合パ

ラソスの統計を強化するために，国民収入統計 ・産業連関表 ・総合財産貸借統計 ・国民

財産統計 ・国際収支統計を含む国民経済総合パランス統計の計算体系を構築する必要を

強調した。１９８２年，国家統計局と国家計画委員会は，国務院の関係機関と ，１９８１年の

１４６種類の生産物の物量産業連関表と２６部門の価格産業連関表（１９８６年６月に公表したのは

　　　　　　　　　　　２）
これを基礎としたものである）を作成した。今回の作表は３０余りの機関から数千名のスタ

ッフが参加し，１年以上を費やして完成した。その後１９８４年に国家統計局はまたしても

１９８３年産業連関表を作成した。現在，本格的な産業連関表は１９８７年を対象として作成中

であり ，詳しいことは後に述べよう 。

　広大な中国はおよそ３０の行政区域に分げられ，その経済発展の水準，自然環境などに

かなりの地域差がある。全国の産業連関表は必ずしもこの状況を反映していない。した

がっ て， 中国においては，全国の産業連関表の作成と応用のほかに地域の産業連関表の

作成と応用も重要な位置を占めている。地方 レベルの方は，まず山西省統計局で１９８１年

末に作成した『山西省１９７９年８８種類生産物の物量産業連関表』と１９８２年に完成した『山

西省１９７９年５６部門の価格産業連関表』が挙げられる。この作業は国家統計局が試験的に

実施したもので，中国杜会科学院経済研究所および中国人民大学のスタッフの支援を受

けたものであり ，全山西省工業総生産数の７０％以上を占める２８０あまりの企業に対する

調査から始まり ，３万人が参加し２年間を費やして完成させたものである。この２つの

表のデータは山西省総合経済企画の研究に広く利用され，経験を重ねた。この応用の中

には，例えば，１９７９年物量表を利用して ，山西省１９８５年 ・１９９０年 ・２０００年の８８種類生産

物の総生産量，総需要量，生産消耗，最終生産物および移出入差額の５つの指漂を予測

したことがある。さらに，１９８２年２月から１９８３年６月にわたる期間に，山西省は国務院

技術経済研究センター の指導を受げ，総合経済企画の研究を大規模に行った。山西省の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１４）
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投入産出表はこの総合径済企画に主要な参考データを提供し，他の経済計量モデルと結

合することによっ て， 総合経済モデルが完成した。山西省の作表作業の後に，中国各地

区は相次いで産業連関表を作成し始めた。１９８６年末までに作表した地区としては，黒龍

江・ 上海 ・天津 ・河南 ・遼寧 ・湖南 ・河北 ・貴州 ・吉林 ・北京 ・江西 ・湖北 ・広東 ・漸

江・ 四川 ・陳西 ・新彊 ・安徴 ・広西 ・福建 ・青海 ・寧夏などの省 ・自治区 ・直轄市およ

び武漢 ・大連 ・重慶の三つの独立計画市がある 。

　産業部門 レベルについては，先駆けとな ったのは化学工業部門であり ，１９７８年１６種類

の生産物の物量投入産出表を作成した。化学工業生産物の生産過程には，技術的相互関

連が複雑であるため，投入産出表に反映しやすいからである。その後，国民経済にます

ます主要な位置を占めるエネルギーの需給を分析 ・予測するため，エネルギー部門につ

いていくつかの投入産出表をｆ乍成し，エネルギーに関する分析を行った。そのほか，全

国投入産出表作成の影響を受け，冶金 ・船舶などの工業部門も ，当該部門の投入産出表

を作成した。中国科学院に所属する科学所は，中国共産党中央書記処農村政策研究室お

よび国務院の農村発展研究センターの支持を得て ，１９８５年５月に世界に先例のない『中

国農業投入産出表（１９８２）』を完成した。今次の作表は物量表と価格表の両方を含むほ

か，エネルギー型の投入産出表も作成され，農業生産物が生産過程に投入された有機エ

ネルギーと無機エネルギーの比率および諸農業生産物のエネルギーの投入産出比率を計

算した。農業投入産出表の作成は，投入産出表が重要な分析手段として，中央および国

務院などの中国最高政策立案機構の政策研究領域に入ったということを示している 。

　企業 レベルの投入産出表のｆ乍成に関しては，鞍山鋼鉄公司は１９６０年代に初めて作成し

た１９６４年表（金属物量バランス表）の後，１９７７年，１９７９年，１９８０年，１９８１年などの企業物

量と価格投入産出表を作成し，生産計画のバランス問題と経済的収益の予測に利用して

いる。このほか，中国の機械 ・化学工業 ・紡績 ・陶磁器などの産業にもいくつかの企業

が投入産出表を作成し，企業の管理に利用している 。

　以上のように，《全国投入産出表１９８１》の公表は決して中国において最初にｆ乍成され

たものではなく ，その以前においても ，各 レベルで種 々の試作がなされていたのであり
，

とりわけ１９７９年以来中国政府は投入産出表に対して大きな関心を抱いていたことが分か

る。

（二）経済改革の背景

このような投入産出表の作成は今日の中国の経済改革とどのような関連があるのだろ

（２１５）
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
うか。作成の背景を知るために政府の経済改革の現状について簡単に触れておこう 。

　中国の経済体制改革は１９７９年から始まっ た。 従来の中国の経済体制は，基本的にｒ伝

統的集権計画経済モデル」と乎ぱれる体制であ った。すなわち最初の杜会主義国家のソ

連で打ち出された経済体制を理論的に概括して，モデル化したものである。その特徴と

して，およそ次の４点を指摘し得る。０ マクロ 的経済活動，企業の目常経済活動など

の主要な レベルでの意志決定権は，総て国家の掌中に集中されている 。（２）計画的な経

済調節は行政権力を基礎とする指令的計画によっ て実現される。商品 ・貨幣市場と市場

メカニ ズムを完全に排斥する現物分配型（副こよる生産物の統一的調達 ・分配，定量 ・定額供

給の配給制）である。　平均主義的な分配制度がとられ，経済全体の運行は行政の強制

と精神動員によっ て推進される。経済活動を統制する情報は垂直的指令形態によっ て伝

達される。企業は経営状況と結び付けて，相対的に独立した利益を享受することがない 。

　経済組織構造は行政機構と企業の職責の未分化，たて向きの各級行政機関への隷属関

係を主としたことなどがあげられる 。

　中国の経済改革はこのようた伝統的集権計画経済型の体制を出発点とし，次のような

方向を目指したのである。すなわち，¢所有制構造の面では，過去の単一化した生産

手段の公有制構造を，全人民所有制を主導部門とし，多種の経済形態と経済方式がとも

に発展する多元化した所有制構造へ改める。同時に，国有 ・国営を原則とする旧方式を

改め，所有と経営の分離か容認されたことにより ，多様な経営方式の発展が目指される 。

例えぱ国有 ・国営方式のほかに，国有 ・集団経営や国有 ・個人経営方式（小規模な国有企

業で従業員集団あるいは個人による請負経営やリース経営など），更に集団所有 ・農家家族経営

方式（農業生産責任制の下で，集団所有の農地を耕し，生産を請負う農家経営など）である。　

全人民所有制内部において，過去の国家 レベルヘの経済活動の意志決定権の過度集中を ，

企業の活力増強を中核とし，国家 ・企業 ・勤労者の各 レベルで意志決定を行ラ多層的意

志決定構造に改める。　経済調節構造の面では，過去の市場 メカニズム を排斥し指令

的計画に立脚する行政的手段を主とした計画体制を転換して，指示的計画（誘導計画）

を強化し，価格 ・税収 ・融資等の経済的手段を主として運用し，また市場 メカニ ズム を

利用する経済調節システムに改める。＠分配制度の面では，国家 ・集団 ・個人の三者

の利益を共に配慮し，所得と経済効率を密接に結び付ける分配制度を実施する。　経

済組織構造の面では，行政機構と企業の職責を分離するとともに，よこ向きの企業間の

結び付きを主とし，中心都市を中枢に，たて ・よこの関係が交差するネ ットワーク化さ

れた経済組織構造に改めるというのである 。

（２１６）
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　このような「伝統的集権計画経済モテル」から「市場メカニスムと有機的に結合した

経済モデル」へ転換する中国の経済体制改革の展開は，経済体制改革に関する中共中央

の決定を採択した，中央第１２期３中全会（１９８４年１０月）を境に前後二つの段階に分けら

れる 。１９７９年６ ・７月にかけて開催された第五期全国人民代表大会（国会）第二回会議か

ら１２期３中全会に至る第１段階では，改革は農村を中心として，農村人民公杜体制の解

体と農業生産責任制の導入による小農経営の復活が，広大な農村部で大きな成果を上げ ，

年間収入が一万元を上回る「万元戸」が各地で生まれた。そして１２期３中全会後中国の

経済体制改革は，都市を重点とした全面的改革の第２段階へ突入する。これらの改革は

様々 な問題を引き起こしながらも企業と都市に生気と活力をもたらした
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）　この目指されている新しい経済体制モデルには，二つの難点が指摘される 。

　一つは，「限度ある」買手市場をどのように作り出すかということである。商品交換

の法則である価値法則と市場 メカニ ズムのｆ乍用が十分に働くためには，比較的安定した

買手市場の出現が前提である。果たして従来のｒ伝統的集権計画経済モデル」における

ような需要過剰，供給不足の状態が依然として続くならば，生産者は市場需要に応える

ため，生産品種や品目の構成の調整を行ったり改善を進めることに励まなくなるし，市

場競争に打ち勝つため，コストの切り下げや省工不　名資源に努めることもないのてあ

る。 垣常化した「不足の経済」の下では，価格の上昇が容易に見られ，経済の変動を引

き起こす。したが って，生産力 ・供給能力の拡充とそれに見合った所得の決定が必要な

のである 。

　もう一つの難点は，個別企業の経営活動を杜会全体の調和の取れた利益にどのように

かなうようにするかという問題である。また価格 ・税収 ・利子 ・賃金 ・投資 ・金融など

の面で，どのように経済有機体全体と各細胞とが協調して動くようにするかという問題

である。　以上二点を解決するためには，杜会主義国家における経済改革理論を模索す

るとともに，各種の経済データに基づいて改革の政策指漂を具体的に明らかにすること

が必要であろう 。第一の問題に関しては，「限度ある」買手市場を作るために，現実の

確実な市場状況，つまり需要と供給の現状を把握することが当面の急務となろう 。投入

産出表を利用することによっ て， 部門間の流れ，つまり間接的な需要と供給が了解でき ，

深く且つ慎重に市場の分析がなされうる。第二の問題は，すなわち構造分析の問題であ

る。 投入　産出体系は経済の全体的構造を描写するために使用することか可能であり
，

そうすることによっ て， 個別企業と杜会全体の調和および価格 ・税収 ・利子 ・賃金 ・投

資・ 金融などの各方面の協調が初めて実現できるであろう 。この点に関してより幅の広

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２１７）
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い応用というのは，投入産出表を応用することで生産物の価格指数を予測することがで

き， また現行の価格制度の欠点を見い出すことができ，これらのいずれもが価格調整に

貢献することになる。またそれは，他の生産物の価格，しかも相対的な価格指数および

消費財の価格指数の上でのいくつかの生産物の価格変動の結果として生じるインバクト

について推測するためのものでもある。そして，各種の賃金，収益及び価格にかかる税

金， さらに，その他の関連する国の経済指標にかかる税金の影響の予測のためであり ，

賃金や税金などのような経済的な レバーを用いるのに必要な経済情報が投入産出分析に

よっ て入手可能となる 。

　この二つの理論的な問題の他にも，より現実的な問題もいくつかある 。

　例えば，中国の経済改革にもとづく対外開放が進むにつれて，対外貿易の問題は益 々

重要になるであろう 。まず輸入についてとりあげれぱ，可能な貿易の規模，貿場収支の

規模，さらには，資本収支の規模が，中国国内の経済水準とのかかわりで，どのような

ものであるかを短期的 ・中長期的に明らかにしていくことは，中国が自律的に経済発展

をしていく上で極めて重要な問題である。短期的には，どの部門の供給能力がボトルネ

ックにな っているのか，中長期的には，計画目漂の実現の為にそれに到る各期に消費と

蓄積および輸出入のバラソスをどのように組み合わせなけれぱならないかなどを産業別

視点に立って明らかにしなげれぱならない。このためには投入産出分析が不可欠である 。

短期的には，例えばポトルネ ックを解消するために必要な輸入額が可能な貿易赤字を越

える場合，輸出を増やさなければならない。しかし輸出の増加は国内生産の増加，及び

それに誘発された輸入の増加を引き起こす。こうしてこの場合，直接に必要な輸入量を

越える輸入が直接 ・間接に必要となるのであ って，しかも部門間の投入産出関係のネ ッ

トワークから生じるこの間接効果は部門毎に均等ではありえず，当初必要な輸入財とは

全く異なる財の輸入が通常必要となる。このような，部門間の相互依存関係をふまえた

分析が必要なのである。このためには輸入表が必要であり ，それが不可能な場合でも ，

少なくとも輸出と輸入が分離された最終需要のベクトルが必要である 。

　また，世界総人口の５分の１を越える中国では，潜在的，顕在的な失業か存在してい

るために，雇用も軽視できない大問題である。生産手段存在量の制約を受げる現状下で

完全雇用を達成するにも ，また国内におげる中長期的な部門別の生産計画に照応した質

と量の両面で適正な労働配分を実現するためにも ，雇用係数を利用した分析を行うこと

が必要である 。

（２１８）
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　（三）８１年表の特質と間題及びその後の改訂

　次にこの公表された《全国投入産出表１９８１》の特徴について述べてみよう
。

　まず，作成規模から見れぼ，内生２４部門，最終需要項目７ ，付加価値３と西側先進諸

国のそれに比べても極端に小さい 。

　第二に，作表形式についていえぼ，総投入欄には，通常の『中間投入』と『付加価

値』の分類方法とは異な って，『物的投入』と『生労働投入』に分けられている。この

『物的投入』とは『中間投入』に照応し，『生労働投入』は『付加価値』に照応する。た

だし，粗付加価値の項目に入るべき固定資産減価償却が，『物的投入』の項目に組み込

まれている 。

　第三に，部門の分類に関しては，それぞれｒ産業部門」とｒ生産物部門」に分類した

二種類の表が作成されている。すなわち，各企業の総生産額はすべてその主要生産物と

して類別される産業部門表と ，同種類の生産物の原則に従う生産物部門表に区分される 。

これについては１説扇／にも指摘するように
，ｒ生産物部門表」の方が現実の生産物相

互の投入産出関係を客観的に反映するという意味では科学的であるが，「産業部門表」

の方は中国の現行経済管理制度に合致しているので経済管理上の利用に適している 。し

かしここで注意すべきことは，今日の中国における経済体制の改革は，中国経済に大き

な変貌をもたらしていることである。例えぼ，農村における郷鎮企業（農村 ・小都市での

企業経営）の発展は目覚ましく ，相当数の農民が非農業生産にも従事しており ，１９８７年

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
のある統計によれば農村における非農業生産額は農業生産額をも越えている。この非農

業生産額は「産業部門」の分類では，農業部門に区分されている。したが って ，「産業

部門」の分類から作成された表は経済の実態を必ずしも正確に反映しておらず，これを

用いて分析を行う場合，このことは十分考慮しておかねぱならない 。

　第四に価格評価の方式である。本表の生産物評価は前にもふれたように，価格評価で

あるが，公表されたのは生産者価格表のみである。従 って，表の各要素ごとの運輸，卸

売， 小売，保険マージン（通常の運輸表及び商業マージン表）についての情報は一切含まれ

ていない 。

　第五に輸出入の取り扱いについてである。まず輸入に関しては競争輸入方式か採用さ

れている。そして輸出は多くの途上国連関表と同様，最終需要項目に純輸出（輸出マイ

ナス輸入）として計上されている。したが って，輸入表はもとより部門ごとの輸入額及

び輸出額のデータは知ることができない。この点は後にもふれるが，利用するに当た っ

ての大きな障害となろう 。

（２１９）
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　そして第六に，本表作成における大きな欠点の一つに非物的サービス部門を欠いてい

ることがあげられる。それは物的生産物勘定体系（ＭＰＳ）を採用しているためである 。

そしてこれは現在中国の国民経済計算の上で最大の課題であ って，その転換が急務とな

っている 。

　解放以来３０余年間，中国の国民経済統計方式は物的生産物勘定体系（ＭＳＰ）が使用さ

れてきた。この体系は今日の経済体制の改革からの要請に適応できないため，国民経済

計算体系（ＳＮＡ）へと転換すべきであるとする議論が盛んに行われている。この体系は

理論的には，物的生産物を生産する労働だけが生産的労働として認められることから ，

計算範囲は工業，農業，建築業，貨物運輸通信業，商業飲食業の五つの物的生産部門に

限られる。一方の非物的サービス部門は物的生産部門によっ て生産された新しい価値か

らの再分配の対象としてしかみたされない。ところか，今日の中国経済にとっ て非物的

サービスは重要なものであり ，今後は，他の先進国と同様に中国の国民にとっ てますま

す不可欠なものとな っていくであろう 。中国の政策当局にとっ ても ，非物的サービスヘ

の政策的視点を欠くことはできない。従って，物的生産だけではなく非物的サービスの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
統計面での充実が将来的に一層必要となる 。

　第七は帰属計算にかかわる問題である。形式上取引が行われていない場合でも ，実際

に生産物やサービスの投入がなされれば，これを計上すべきであるが，この表では，こ

のような帰属計算は一切行われていない。したがって，農家で生産され使用された肥料 ，

燃料，食糧，衣類，企業におげる玩物供与の消費財や住居，その他金銭的支払いなしに

提供されたサービス，自己保有の住居の賃貸価値などが計上されていないことになる 。

これらの割合は中国では高いものと思われる 。

　以上が本表の特徴である。なお，本表には付帯表として，４種類の諸指標（０投入係

数（２）逆行列係数（３）分配係数ゆ最終生産物の構成係数）が計算されている。日本など諸

外国に較へれぱその種類は少ないが，各生産物の国内総使用量に対する各部門の使用量

の割合を表示する「分配係数」という指標が計算されており ，特徴的である（Ｘ
ｉｊ／Ｘヨ）。

　中国の経済改革の深化に伴って，産業連関表の必要性か一層重視され，作成の規範化

と制度化に対する要請も一層強くな った。１９８７年３月３１日には国務院弁公庁が〈全国投

入産出表の調査を行うことに関する通知〉を〔１９８７年〕１８号の国務院弁公庁文件として ，

各省 ・自治区 ・直轄市人民政府，国務院各部門委員会，各直属機構に出した。即ち

　　「我が国の国民経済総合バラソスを確実に実玩し，杜会経済発展に対する科学的な

　管理を強化するために，全般的に政策を制定し，さらに “八五”計画を作成する科学

（２２０）
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　的な基礎を定めるために国務院の認可を経て，全国の投入産出の調査を行い，１９８７年

　の全国産業連関表を作成することにした。今後，五年おきに一回行う 。」

　この決定に基づいて，国家統計局の投入産出オフィスは「１９８７年投入産出調査の基礎

表式及び説明」を制定し，各調査対象企業に配布した。この１９８７年表の基本的な骨格は

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
８１年表を念頭に置きつつ，要約すると以下の二点である 。

　第一に，８１年表がＭＰＳ（物的生産物勘定体系）方式により物的生産部門しか含まなか

ったのに対し，８７年表はサ ービス部門などの非物的生産部門も含む形で作成され ，

ＳＮＡ（国民勘定体系）方式に近似するに至った 。

　第二に，内生部門が１１８部門という大規模なものとなり ，８１年表の内生２４部門に比べ

て分析の精度が飛躍的に向上したと言える 。

　この８７年産業連関表は８８年末には作成され，１９８９年初めに公表される予定であるが 。

本稿を提出するに至った今日までには，まだ未明である 。

第一章　旧価格体制の問題点

　中国では，行政が資源配分 ・所得分配を決定するシステムが長年に渡って存続してき

た。 生産品目 ・生産量 ・販売量 ・価格などについては，市場 メカニズムが作用する余地

ははとんどなく ，行政機関が一定の政策意図をもっ て決定し，或は決定しようとしてき

た。 そのような経済システムの下で多くの非効率がもたらされた 。

　経済体制改革は，企業自主権の拡大，市場 メカニ ズムの導入という二大方針を掲げて

いる。そこでは個々の企業が利潤極大を求めて行動した結果，経済全体の均衡がもたら

されるシステムが目指されている。このような新システムの下で初めて価格体制の不合

理性の解決を迫られることにな った。というのは，それぞれの企業の経営状況の優劣に

かかわりなく ，各産業 ・企業間に利潤の格差を生み出し，公正な競争のための条件を欠

くことになるからである。価格体系の改革は経済改革の要であるという認識が登場した 。

　以下で旧価格体制の不合理性をみる。この不合理性は，（ｉ）価値関係と需給関係のい

ずれも反映されていない不整合な価格体系（ｉｉ）硬直的な集権価格管理体制という二つの

関連する側面によって生じている 。

（一）価格体系の不整合性

価格体系の不整合性は主に次の五つの点に示されている 。

（２２１）
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　（１）農産物の買い付け価格が低いこと

　１９６６年から買い付け価格はほとんどそのままであ った。中国ではこれまで，主要な農

産物に対しては，「統一買い付け」および「割り当て買い付け」と呼ぱれる方式で，取

引の統制が行われてきた。これにより ，食糧などの生活必需品，加工用原材料，輸出品

等々の主要農副産物を確保してきたわけである。このような買い付け方式は，義務供出

制に近く ，主要な農副産物の価格は極めて低く抑さえられて，農民の増産意欲を失うこ

とにな った 。

　（２）工業品の価格比率の不合理

　ここでまず，各生産部門間の収益率の格差を一瞥してみると ，１９７９年の国営工業企業

における資金収益率は，石炭が２．１％，鉄鉱が１ ．６％，セメソトが４．４％，化学工業原料

鉱石が３．２％，木材伐採が４．８％であり ，加工工業部門ではゴム 加工が４４．９％，染料ベン

キが３８．４％，腕時計が６１ ．６％，自転車が３９．８％，化学薬品が３３．１％である。この収益率

はもちろん，依然として市場競争の結果として生まれたものではない。むしろ価格の構

成要素をなしてきたのである。この価格体系の不合理性による収益率の格差は，もちろ

ん各生産部門における資金配分を決定してきたわけではない。国営工業企業の財務管理

は国家が全面的な統制を行ってきたのである。しかしたがら，こうした価格体系の不合

理性は，企業を「相対的に独立した商品生産老，経営者」と認める以上，もはや容認し

ておくわけには行かない。さらにまた，同一生産部門内部では，価格体系の不合理性に

より ，規格や品種の違いによる，滞貨と品不足の併存とか部門内部での発展のアンバラ

ンスが生じていた。そして，価格設定があまりに低すぎたために，農業の場合と同様に ，

生産意欲が失われるという問題ももたらされていたのである 。

　（３）住宅価格設定の問題

　１９８０年まで，住宅 コストそのものが価格とな っていて，利潤を含まなかった。家賃は

なおさら低く ，中国全国の２７３の都市から毎年回収される家賃は，管理及び修理費用の

４分の１を占めるにすぎなかった 。

　（４）交通運輸，都市公共事業及ぴサ ーヒス部門の価格か低いこと　 これらの部門は工

業生産部門と異な って，有形の生産物を生み出すわけではない。これまでの中国の経済

建設過程では，物的な生産部門の方が優先されることにな っていた。このため，これら

の部門の価格は コストぎりぎりか，時として赤字とな っていた。工業部門と同様に，こ

れらの部門の収益率の低さは投資率の低さにつながってきたわけではないが，既存の施

設などの更新，改造に要する資金は，低すぎる収入では賄うことができなかったのであ

（２２２）
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る。

　（５）価格調整用の支出が大きいこと

　主に食糧と食用油の農作物の買い付け価格と販売価格の「逆ざや」などへの補助金で

ある 。１９７１～１９８０年においては，国家財政中の価格補助金は１９０８．９億元であり ，同期財

政収入の２２％を占めた 。

　この不整合な価格体系の形成は歴史的な原因もあるが，新中国成立後の３０年間に，こ

の「歪み」が緩和されるどころかますます先鋭化してきた。その原因は次の４つにまと

められる 。

　（１）政治的な原因

　絶えざる政治運動は国民経済の発展に不安定な要素をもたらし，価格に対して全面的

に考慮して調整する余裕がなかったのである 。

　（２）理論上の原因

　新中国成立以来，中国の経済理論界には，商品（市場）メカニ ズムが無視され，生産

資材の価格は消費資材の価格より低くすべきで，低いほど，その積極的な作用が大きい

という認識があ った 。

　（３）国民所得分配対策

　中国の国民所得の構成は価格と密接な関係をもち，価格の変動によっ て， 部門 ・地区

・階層及び国家 ・集団 ・個人の間に所得の再分配を引き起こしがちである。生産流通分

野の再分配の結果は，国民所得の一部が価格変動過程において値上げの部門或は機関か

ら流失し，短期的には相対的に財政収入の減少，或は財政支出の増加となる。消費分野

の生活資料の値上げのほうは，生活費用の上昇により ，同時に賃金の増加，或は補助金

の支給を行わざるを得ない。このような支給金額は，値上げによる財政収入増加より大

きくなるのが普通である。この意味で価格調整が非常に困難である 。

　（４）物価を安定させる政策

　長い間，物価政策上においては，物価総水準がほとんど変動しないように制御されて

いた。これは，経済成長の実績が人口増加によっ て相殺されるものの一人当たりの国民

所得の増加は少ないし，一方では局蓄積政策を取っていたので，それらの兼合いで，毎

年消費に廻る一人当たりの所得増加か非常に低くな っている。この条件においては，価

格の調整は必ず物価上昇を伴い，それに対する補助金の支給がまた，財政支出の増加 ，

さらに蓄積の減少を招く ，というジレンマの中で，価格の調整を避けるほうが選択され

てきたわけである 。

（２２３）
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（二）硬直的な集権的価格管理制度

　この硬直的な集権的価格管理制度は具体的には次のように表現されている 。

　（１）価格の決定権が中央に過大に集中され，企業は権限をもたなかった 。

　（２）決定方式が単一で，計画固定価格が支配的である 。

　（３）価格が一度決定されたら，再度の調整が困難である。これまでの経験から見ると ，

一種の生産物価格の調整には３～５年が必要である 。

　この価格管理体制は，行政統制，実物管理を特徴とする高度集中的な現行の経済体制

にとっ て必要とされていた。集中計画経済体制における価格の主要機能は，（０）統計

手段として，使用価値の増減を計ること ，（（２））国民所得再分配の手段として，価格と

費用の差に基づき，個々のミクロ 的企業 ・産業にではなく ，中央計画当局に「蓄積フオ

ソト」を一方的に集中し，あらためて計画当局の「政策判断」によっ て配分するという

機能に役立っている。したが って，価格体系は，各企業 ・産業などの個々の主体の経済

効率の計算，技術の促進及び資源配分の制御等の機能として直接に役立ちえていない 。

　この不整合な価格体系と硬直的な集権的価格管理制度からなる価格構成は，企業と部

門のパフォーマソスを正確に評価できないし，資源の節約及び合理的な配分に不利であ

り， パランスのとれた国民経済の発展が阻害される。三十年間にわたる中国経済発展の

低迷は，価格機構が要因の一つとな っている 。

第一章　産業連関表に基つく価格体系分析

　以上の中国価格体系に関する認識を踏まえて，中国１９８１年全国産業連関表を用い，い

くつかの価格モデルでシミュレーショ：■計算を行い，中国価格体系の「歪み」を抽象的

な議論にとどまらず，具体的な数字で明らかにしたい 。

（一）五つの価格モテル

　合理的な価格の決定は コストとマークア ソプ率あるいは利潤率という二つの部分から

なる。コストというのは，そのまま生産物に移乾された部分で別に問題はないが，マー

クア ソプ率のほうは様々な理論によっ てそれぞれに異なる決定基準がある 。

　価格決定の一般式は次のとおりである 。

　　　　Ｐ＝（１＋ぴ）Ａ’Ｐ＋ク ・Ｂ’Ｐ＋（１＋宇）Ｃ ’Ｐ
，

（２２４）
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ここで，Ｐは価格ベクトル，Ａ，Ｂ，Ｃはそれぞれ投入係数，資本係数，労働者消費係

数の行列である。したか って，Ａ
’Ｐ，Ｂ’Ｐ，Ｃ’Ｐはそれぞれ生産単位当りの，物的費用 ，

資本費用，賃金費用に相当し，パラメーター” ，々 ，宇は所得形成径路を規定する三つ

の要素となる。この式は生産物の価格をそのまま生産物に移転された コストと ，その生

産に投下された物的費用，資本費用及び賃金費用の三つの部分の一部或はその全部に対

して比例する部分から形成される利潤部分の和で規定することを意味する。パラメータ

の三つのケースを三径路価格，そのいずれか一つがゼ ロのケースを二径路価格，いずれ

か二つがゼ ロのケースを一径路価格という 。

　ここでは，代表的な五つの価格類型を選んで，産業連関表によりノミュレーノヨノ計

算を試みる 。

　（１）三径路価格

　価格式は基本式そのままの数式である。すなわち，各生産物の価格に含まれる利潤の

大きさは，物的費用 ・資本費用 ・賃金費用の三つの コスト ，つまりすべての投下資本に

リンクする 。

　（２）価値価格

　基本式においてパラメーター” ，々をゼ ロをおいた場合の価格式 ，

　　　　Ｐ＝Ａ’Ｐ＋（１＋つ／）Ｃ
’Ｐ

，

を価値価格と呼ぶ。ここで宇は賃金のマーク ・ア ップ率，ないし剰余価値となる。つま

り各生産物の価格に含まれる利潤の大きさが直接賃金費用に比例する類型である。この

類型は，新しい価値は生きた労働によっ て生み出されるという理論的根拠があり ，政策

的にも失業の解消にポジティブな作用を有してる 。

　（３）平均価値価格

　前式におけるパラメーター戸をゼ ロとおいた場合の価格式 ，

　　　　Ｐ＝（１＋ｏ）Ａ’Ｐ＋（１＋つノ）Ｃ’Ｐ
，

を平均価値価格と呼ぶ。各生産物の価格に含まれる利潤の大きさは新しい生産物に移転

された部分，すなわち生産物原価に比例する類型となる。ここの” および宇は原価に対

する「余剰生産物率」となる 。

　（４）生産者価格

　基本式でパラメーター９だけを残す場合の価格式 ，

　　　　Ｐ＝Ａ’Ｐ＋６ ・Ｂ’Ｐ＋Ｃ
’Ｐ

，

を生産者価格と呼ぶ。各生産物の価格に含まれる利潤の大きさが資本ストッ クに比例す

（２２５）
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る類型となる。この類型は賃金及び部品などの流動資本を後払いにするという仮説の上

に成り立つものであり ，政策的には，資本供給不足におげる生産資源の合理的分配にと

って価値価格よりも適切といえる 。

　（５）二径路価格

　基本式においてバラメーター” をゼ ロとおいた場合の価格式 ，

　　　　Ｐ＝Ａ’Ｐ＋６ ．Ｂ’Ｐ＋（１＋っ！）Ｃ’Ｐ ，

を二径路価格と呼ぶ。各生産物の価格に含まれる利潤の大きさは資本ストックと賃金の

両方に比例する類型となる。この類型は生産老価格と同じ仮説に立ち，さらに生きた労

働による コストである賃金以外には，労働者の医療 ・教育及び共同福祉などの費用も考

慮しようという発想によるものである。二径路価格は価値価格と生産者価格を折衷した

ものであるともいえ，現在，杜会主義国におげる価格シミュレーション計算に最も多く

利用されている 。

　（二）モデル計算にあたって

　産業連関分析において，現物表示の産出バラソスは，通常，次のように表される 。

　　　Ｘ ｉ＝ 　Ｘ ｉｊ＋Ｙｉ（ｉ＝１，２，…・ ｎ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（１）
　　　　　ｊ：１
　　　　　　　　ｎ： 生産物部門数

　　　　　　　　Ｘ ｉ： 第ｉ部門の総産出量

　　　　　　　　Ｘ ｉｊ： 第ｉ部門から第ｊ部門への生産物投入量

　　　　　　　　Ｙ ｉ； 最終需要に対して配分される第ｉ部門の生産物量

　これに対応する投入バラソスは現物表示では表現できないが，価格表示のバランスは

次のようになる 。

　　　　ｐｉＸｉ＝ 刀ｐｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗｉ＋Ｚｉ　　　　　　　　　　　　　　　　（２）
　　　　　　　ｊ＝１
　　　　　　　　Ｐｉ； 第ｉ部門の生産物価格

　　　　　　　　Ｄｉ； 第ｉ部門の減価償却額

　　　　　　　　Ｗｉ； 第ｉ部門の賃金

　　　　　　　　Ｚｉ；第ｉ部門の剰余（利潤）

　現行価格では，Ｚｉの設定は一定の基準がなく ，中国では窓意的に決定されている 。

これが価格体系の「歪み」の原因である。単純化のためにこのＺを旧利潤と呼ぶ 。

　このＺｉは，前述した価格決定の五つのモデルにしたがう場合には次のようになる 。

　０　三径路価格

（２５６）
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　　　Ｚｉ宗＝ｏ（　ＰｊＸｊ）十ク　ＰｊＫｊｉ＋宇Ｗｉ

　　価値価格

　　　Ｚｉ＊：宇Ｗｉ

　　　平均価値価格　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３）

　　　　Ｚｉ＊：ｏ（　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ）廿Ｗｉ

¢　生産者価格

　　　　Ｚｉ＊＝６　ＰｊＫｊｉ

　二径路価格

　　　　Ｚｉ＊＝６　ＰｊＫｊｉ廿Ｗｉ

　　　　　　　　Ｋｊｉ ：第ｉ部門において資本ストックとして使用される第ｊ部門の生

　　　　　　　　　　産物

　　　　　　　　＊ ：旧利潤Ｚがこれらの基準で再配分されることを示すいわゆる理論

　　　　　　　　　利潤

この理論利潤が各部門に均等に配分されることによっ て形成される価格は，同様に理論

価格であると読めぼ，（２）式は次のごとくなる 。

　　　　ｐ
ｉ＊Ｘｉ＝ 　Ｐ戸Ｘｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗｉ＋Ｚ

ｉ＊

　　　　　　　　　　　　　　（４）
　　　　　　　　ｊ＝１
但し，単純化のため，賃金，減価償却額は，元のままとする 。

　（４）式に（３）式のＺ＊を代入することによっ て種々の価格モデルが得られるが，現実に

これらの価格を計算するに際しては入手している産業連関データは現物表示の生産量で

はなく ，現行価格に基づく集計値であるという問題がある 。

　そこで，次のように理論価格と現行価格比ｐｉ（価格調整係数と呼ぶ）を導入する 。

　　　　　　ｐ
ｉ＊

　　　　Ｐｉ＝
　　　　　　ｐｉ
すなわち ，

　　　　ｐｉ半＝Ｐｉ・ Ｐｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５）

（５）式を（４）式に代入すれば
，

　　　　 ＰｉｐｉＸｉ＝ 　ＰｊＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗｉ＋Ｚ
ｉ÷

　　　　　　　　　　　　　　（６）
　　　　　　　　ｊ二１
　このＰｉＸｉは，明らかに現行価格での第ｉ部門の生産額であるから改めてこれをＸｉで

表し，Ｐ
ｉＸｊｉ は現行価格での第ｉ部門に投入される第ｊ部門の生産額であるから同様に

Ｘｊｉ と表すと ，（６）式は次のように書き換えることができる 。

　　　　 ＰｉＸＦ　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗｉ＋Ｚ
ｉ宗

　　　　　　　　　　　　　　　　（７）
　　　　　　　ｊ＝１
（３）式のＺ＊ を（７）式に代入すると ，現実に計算が可能な価格調整モデルを得ることがで

（２２７）
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三径路価格 ：

ＰｉＸｉ＝（１＋ｏ）（　ＰｊＸｊｉ）十Ｄｉ＋６　ＰｊＫｊｉ＋（１廿）Ｗ
ｉ

　　　　　Ｋｊｉ： 現行価格での固定資本マトリックス

価値価格 ：

ＰｉＸＦ　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋（１廿）Ｗｉ

平均価値価格 ；

ｐｉＸＦ（１＋ｏ）（　ｐｊＸｊｉ＋Ｄｉ）十（１廿）Ｗｉ

生産者価格 ；

ＰｉＸＦ刀ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋乃　ＰｊＫｊｉ＋Ｗｉ

二経路価格 ；

ＰｉＸＦ　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋６　ＰｊＫｊｉ＋（１廿）Ｗ
ｉ

（８）

尚， 我々は固定資本マトリックスＫｊｉのデータを手にいれることができなか った。そこ

で部門毎の減価償却額と減価償却率のデータから部門毎の固定資本額（Ｋｊ）を逆算し ，

　ＰｊＫｊｉ に代えてＫｉを用いる。ここでは，本来は価格変化にともなっ て使用固定資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
の評価額は変化するのであるが，我々はこの点を捨象しているわけである 。

　また，物的費用，資本費用，賃金費用という三つの部分に対するマーク ・ア ップ率が，

理論上あるいは政策上の観点からそれぞれ異なる倍率を与えることが可能であり ，こう

することによっ て無数の価格調整モデルが得られるのである。ここでは一応

　　　　ｏ＝戸：宇

の場合だけを考え，（８）式を次のように単純化する 。

　０　三径路価格 ：

　　　 ＰｉＸＦ（１＋ｏ）（　ＰｊＸｊｉ＋Ｗｉ）十Ｄｉ＋乃Ｋｉ

　　価値価格 ：

　　　 ＰｉＸＦ　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋（１＋ｏ）Ｗｉ

（３）平均価値価格；

　　　 ＰｉＸｉ＝（１＋ｏ）（　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗ
ｉ）

＠生産者価格；

　　　 ＰｉＸＦ　ＰｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋Ｗｉ＋ｏＫｉ

　　二経路価格 ；

　　　ｐｉＸＦ　ｐｊＸｊｉ＋Ｄｉ＋ｏＫｉ＋（１＋ｏ）Ｗｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２８）

（９）
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（９）式の両辺をＸｉで割り ，行列表示すると ，

　０　三径路価格

　　　　回 一（１・・）（同回 ・団）・ 回・・囚

　　　価値価格

　　　　回一因同・回 十（・十・）匝

　　　平均価値価格

　　　　回 一（…） 同［１］・ 回・団　　　　　　　　 仁◎

　¢　生産者価格

　　　　回一囚回 ・回 ・匝 ・・国

　　　二経路価格

　　　　回一囚０ ・回 ・（…）団十・囚

ここで ，

　　　　回 ；・ｉ 要素とするベク／ル

　　　　ロ］ ；投入係数行列，ｌＡ
ｉｊｌ， Ａｉｊ＝Ｘ

ｉｊ
／Ｘｊ

　　　　回 ；Ｄｉ要素とするベク／ル，ＤＦＤｉ／Ｘｉ

　　　　団；Ｗ要素とするベクトル，ＷＦＷｉ／Ｘｉ

　　　　匡］ ；Ｋｉ要素とするベクトル，ＫＦＫｉ／Ｘｉ

（１

◎式に各 々の基準に応じた値を代入し，Ｐベクトルについて解けぼ，五つの価格モデ

ルに基づいた価格調整係数が得られる 。

　０　三径路価格

　　　　回 一／□ 一（…）
囚〕一１ ・／（…）団・ 回・ 枢〕

　　　　　　　　　　　　Ｚｉ
　　　　ｏ　　＝
　　　　　　　（　ＰｊＸｊｉ＋Ｗｉ＋Ｄｉ＋Ｋ ｉ）

　　　価値価格

　　　　回 一／□ 一囚〕一’ ・／回 ・（…） 画〕

　　　　
。＿
　Ｚｉ

　　　　　　　Ｗｉ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２２９）
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　　平均価値価格

　　　回 一／□ 一（…） 囚〕一１
・／（…）回・ 団〕

　　　　　　　　　　Ｚｉ
　　　ｏ＝　　　　　凪　ＰｊＸｊｉ＋Ｗｉ＋Ｄ

ｉ）

＠生産者価格

（１１）

回一／□ 一囚〕■１・／回 十団 ・咽〕

　　　　　　Ｚｉ
　　　ｏ＝　　　　　　Ｋｉ

　二経路価格

回一／□ 一囚〕一１・／回 十（…）団・ 咽〕

　　　　　　　　　Ｚｉ
　　　　ｏ＝　　　　　　　（Ｗｉ＋Ｋ

ｉ）

　しかしながら，これらの計算結果によっ て価格調整を行うと ，杜会全体の分配率の変

更をもたらす可能性がある。このことは ，

　（１）我々のシミュレーション計算からすれぱ，価格調整に限り ，杜会全体の分配率に

影響を及ぽすことは好ましくない。逆にいえば，杜会全体の分配率まで影響を及ぽす価

格調整が実行し難く ，実行されたとしても安定的なものでない ，

　（２）五つのモデルに杜会総利潤の異なる変更を行えぱ，五つのモデルに対して同じ基

準で評価することはできない ，

という不都合な要因を生み出す。そこで以上の五つの式にさらに杜会全体の総分配率一

定という基準条件を加える 。

　この基準化条件を満足するためには，総利潤　Ｚを一定にすればよいわけである 。

つまり総利潤が変わらない限り ，付加価値総額も変わらない，故に総分配率も不変にと

どまるのである。この基準を用いて五つのモデルの価格計算式をみると，価値価格 ・生

産者価格及び二径路価格は，価格調整が計算式の分母に影響を及ぼさない。したがって ，

”が不変のままで総利潤不変の条件を満たす。以上のことから，価値価格 ・生産者価格

及び二径路価格の計算は一挙に解くことができる 。

　しかしながら，三径路価格と平均価値価格の方は，計算式の分母にＰがあるので，Ｐ

は再計算するごとに異なっ た値をとり ，一挙に解くことができない。そこで，三径路価

格と平均価値価格については，総利潤を一定にして ”が一定値に収束するまでに，次の

ような繰り返し計算を行うことが必要である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３０）
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三径路価格

回一／□ 一（・十・） 匹〕■１ ・／（・十・）阿十 ｒ＋ 枢〕

　　　　　　　　　　Ｚｉ　　♂：
　　　　　（　ＰｊｔＸｊｉ＋Ｗｉ＋Ｄｉ＋Ｋ

ｉ）

平均価値価格

（１ａ

回一／□ 一（…） 円〕’１ ・／（…）阿・ 回〕

　　　　 。　　　　　Ｚｉ
　　　　ｏ＝　　　　　　　（　ＰｊｔＸｊ＋Ｗｉ＋Ｄ

ｉ）

このｔは，繰り返しの回数を示す。このようにして基準化された価格調整モデルは完結

する 。

　（三）中国８１年表による計算にあたって

　（１）利用する８１年＜全国投入産出表＞は前述のとおり内生部門２４部門という小規模な

連関表であるため，詳細なシミュレーシ ョソ計算は制約されている 。

　（２）８１年表は，それぞれ「産業部門」と「生産物部門」に分離した二種類の表が作成

されており ，それぞれの注意点については前述のようにここの計算は「より科学的に経

済分析を行うには適している」という生産物部門の分類に基づいて作成した表のほうを

採用した 。

　（３）この計算における減価償却，賃金，利潤はそれぞれ連関表付加価値項目の減価償

却， 個人所得，杜会所得と対応している 。

　（４）前述のとおり ，部門ごとの固定資本には，表における部門ごとの減価償却額を別
　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
の資料から得た部門ごとの減価償却率で割ることによっ て推計した。但し，この減価償

却率は国営企業の固定資本の基本減価償却率のため，実際の平均減価償却率はこれ以下

のものであると考えられる 。

　（５）土地及び森林 ・海洋 ・石油 ・石炭などの有限的自然資源については，資本の有効

利用と同じように自然資源の合理的配分という観点から，一定の価格をつげて固定資本

と同格に取り扱いたいが，これに関するデーターがないために不可能である。したが っ

て， 五つのモデルで，固定資本を利用した三径路価格，生産者価格，二径路価格の計算

結果については，農業 ・林業 ・牧畜業 ・石油などの自然資源を大量に利用している部門

の理論価格を過小評価することになる 。

　（６）この計算では，三径路価格と平均価値価格の評価に際して 。１０ｔ＋１ ０ｔ　ｌが

（２３１）
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Ｏ． ＯＯＯＯＯ０１以下になれぱ収束したものとみなした 。

第三章　モデル分析による実証結果

計算結果は表１のようにな った 。

　　　　　　　表１　５つのモデルによる計算結果

部門 三径路価格 平均価値価格 価値価格 生産者価格 二径路価格

農　　業
１． Ｏ０８６ １． ０９８４ １． ４３２７ ０． ９４８１ １． ０２９６

林　　業
０． ８７２７ ０． ８７８８ １． ２３１２ ０． ８７４１ ０． ９３４１

牧　　畜
１． １５１６ １． ３１６４ １． ６９４６ １． ０５２８ １． １６０７

副　　業
０． ８００１ Ｏ． ８４０１ ０． ８３３１ ０． ７８０６ ０． ７８９５

漁　　業
１． ０７７５ １． ００８１ １． １９０４ １． １３１６ １． １４１５

冶　　金
１． ０９１９ ０． ８５０８ ０． ６４４３ １． ２１９０ １． １２２４

電　　力
Ｏ． ８６４８ ０． ５２４７ ０． ４３２８ １． ０８７３ Ｏ． ９７７３

石炭 ・コークス
１． ２８３８ ０． ９７６８ １． Ｏ０２９ １． ４８７４ １． ４０５９

石　　油
０． ８６６８ ０． ５６２６ ０． ４２１３ １． ０５８０ ０． ９５１０

重化　学
１． ００２２ Ｏ． ７９８７ ０． ６４１７ １． １２３９ １． ０４２８

軽化　学
０． ８２８３ ０． ８２３４ Ｏ． ６５１６ Ｏ． ８２９０ ０． ７９９２

重機　械
１． ０５８６ ０． ８８７４ ０． ７２４８ １． １５４４ １． ０８２１

軽機　械
０． ９２３２ Ｏ． ８３４０ ０． ６６３５ ０． ９６００ Ｏ． ９１０１

建築材料
１． ００６０ ０． ８５４１ ０． ８０４１ １． ０９４３ １． ０４５５

重森　林
０１ ８８５９ ０． ７９９２ ０． ８８７２ ０． ９４０６ ０． ９３１６

軽森　林
０． ９２７４ Ｏ． ９０２６ ０． ８６９８ ０． ９３４４ Ｏ． ９２３５

食　　品
０． ９３９３ １． １１４６ １． １０６２ ０． ８４２０ ０． ８８６４

紡　　績
０． ７８１９ Ｏ． ９２２３ ０． ７１５０ ０． ７１４２ ０． ７１４３

裁縫 ・皮革
０． ８２９０ １． ０１９５ ０． ７９１２ ０． ７３６３ ０． ７４５６

製　　紙
０． ８９４８ Ｏ． ９３５５ ０． ８２４４ Ｏ． ８７９１ ０． ８６９９

その他
０． ９２５４ ０． ８９９４ Ｏ． ８４１４ ０． ９４２２ ０． ９２５３

建　　築
１． １７２７ １． ０９６２ ０． ９９１２ １． ２００１ １． １６４９

運輸 ・通信
１． ５２２９ ０． ８２５９ Ｏ． ８３４１ ２． ００３３ １． ８０６７

商業 ・飲食
０． ８８７２ ０． ８３６０ ０． ８４４６ ０． ９３１０ Ｏ． ９１６５

（率）
０． １１３１ Ｏ． ２８７０ Ｏ． ９５３６ Ｏ． １９２８ Ｏ． １６０４

（差）
０． １１０４ Ｏ． １４２９ ０． ２８７２ ０． １６２８ ０． １３７１

率はマークア ップ率のことである 。

差は加童平均絶対誤差のことである（　Ｘ三／Ｘ ・１１－Ｐ
ｉ１）。

但し，Ｘ、は部門こと生産量である 。

　ここでは，（６）式にもみらるように，ｐｉ＝Ｐｉ箏／Ｐ ｉ， であるから ，ｐｉ （価格調整係数）は現

行価格に対する理論価格の比を表し，これが１より大であるときには理論価格に比べて

（２３２）
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現行価格が過小評価されており ，低すぎることを示している。逆は逆である 。

　各価格方式における ，マークア ップ率は当然ながら，賃金費用だけに比例した価値価

格が一番高く ，Ｏ．９５３６であり ，物的費用 ・資本費用 ・賃金費用の全てに比例させる三径

路価格がもっとも低く ，０．１１３０である。この三つの費用における資本費用だけに比例さ

せた生産者価格の方がＯ．１９２８で，三径路価格とそれほど大差がないことは，三つの費用

における資本費用のウエイトが非常に大きいことに求められる 。

　全体としての現行価格体系からの乖離の程度を表す加重平均絶対誤差は，三径路価格

が最も小さく ，ついで二径路価格，平均価値価格，生産者価格，価値価格の順となる 。

ここで興味深いのは，三径路価格の場合絶対誤差が最も小さい（０．１１０４）ことである 。

これは，現行の価格形成方式が，これらの価格方式の中では，三径路価格，すなわち全

投下資本にリンクさせる原則に基づく価格形成方式に最も近いことを示凌している。逆

に， 価値価格の絶対誤差が最も大きく ，０１２８７２にもな っている 。

　部門間の価格調整係数を比較するために，この計算結果を過大評価，過小評価，適当

評価（１に近似）という三つのグル ーブにまとめると ，表２のようになる。ここから現

行価格の「歪み」が明瞭にみてとれることになる 。

　これらの五つのモデルは結果的に，固定資本を取り扱うか否かによって二つのグルー

プに分けることができる。つまり ，生産物の価格に含まれる利潤が固定資本にリンクす

る三径路価格 ・生産者価格及び二径路価格というグループと ，生産物の価格に含まれる

利潤が固定資本にリソクしない価値価格 ・平均価値価格というグループである 。

　まず，第一のグループに目をむげてみると順位の若干の相違はあるものの三つのモデ

ルに共通して，運輸通信業，石炭 コークスエ業，建築業，冶金工業，重機械工業，漁業 ，

建築材料の８部門が過小評価されている。これは前述のとおり ，運輸通信業，基礎生産

資料，建築業の価格が低く抑えられたことと一致している。但し，同じように低く抑え

られている農業部門は，これらの価格方式による場合には１に近く ，過小評価でも過大

評価でもないという結果にな っている（三径路価格及び二径路価格はやや過
・１・

評価，生産者価

格はやや過大評価気味である）。 これは土地を固定資本として評価していないことが一因と

なっ ているものと思われる 。

　逆に過大評価されるものは，三つのモデルで多少の相違はあるものの，紡績業，副業 ，

軽化学業，裁縫皮革，商業飲食物資供給業，林業，製紙文教用品，食品などであり ，こ

れらはいずれも固定資本を大量に使用しない加工産業であ って，前述したとおりのこと

であるが，矛盾となるのは食品産業である。これは食品に，煙草 ・酒類だけが政策的に

（２３３）
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　　　表２　５つのモデルによる価格評価（Ｐ＝理論価格／現行価格）

１）ｐ＞１（過小評価）

三径路価格 平均価値価格 価値価格 生産者価格 二径路価格

１ 運輸 ・通信 牧 畜 牧 畜 運輸 ・通信 運輸 ・通信
２ 石炭 ・コークス 食 品 農 業 石炭 ・コークス 建 築

３ 建 築 農 業 林 業 冶 金 石炭 ・コークス

４ 牧 畜 建 築 漁 業 建 築 牧 畜

５ 冶 金 食 品 重　機 械 漁 業

６ 重　機 械 漁 業 冶 金

７ 漁 業 重　化 学 重　機 械

８ 建築材料 建築材料 建築材料

２）Ｐ→１

三径路価格 平均価値価格 価値価格 生産者価格 二径路価格

建築材料 電 力 建築材料
重 化 学 裁縫 ・皮革 牧 畜 重 化 学

農 業 漁 業 石炭 ・コークス 石 油 農 業
（Ｐ＝１）

重 森 林 林 業 副 業 農 業 そ の 他

製 紙 重 機 械 製紙 ・文教 重 森 林 軽 森 林

軽 機 械 そ の 他 運輸 ・通信 軽 森 林 重 森 林

そ の 他 製紙 ・文教 商業 ・飲食 そ の 他 林 業

食 品 紡 績 そ　の 他 軽 機 械 石 油

軽 森 林 軽 森 林 軽森 林 電 力

石炭 ・コークス 重森 林

３）ｐ＜１（過大評価）

三径路価格 平均価値価格 価値価格 生産者価格 二径路価格

１ 紡 績 電 力 石 油 紡 績 紡 績

２ 副 業 石 油 電 力 裁縫 ・皮革 裁縫 ・皮革
３ 軽 化　学 重 化 学 重 化 学 副 業 副 業

４ 裁縫 皮革 重 森 林 冶 金 軽　化 学 軽　化 学

５ 石 油 軽 化 学 軽 化 学 食 品 製紙 ・文教
６ 電 力 運輸 ・通信 軽 機 械 林 業 食 品

７ 林 業 軽 機 械 紡 績 製紙 ・文教 軽　機 械

８ 商業 飲食 商業 ・飲食 重 機 械 商業 ・飲食 商業 ・飲食
９ 副 業 裁縫 ・皮革
１０ 冶 金 建築材料

（２３４）
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引き上げられているため，食品産業全体の計算結果が過大評価されているところに求め

られる 。

　また，過小評価でも過大評価でもないグループの中に，やや過小評価として重化学 ，

農業があり ，やや過大評価として重森林工業，軽機械工業，石油工業，電力工業，その

他工業があ って，基本的には固定資本を大量に使用する加工産業である。例外として農

業と石油工業があるが，農業については前述したとおりである。石油については，石油

は貴重な自然資源であり ，国際市場価格が非常に高いということを考慮すれぽ，現行の

石油価格がまだ安すぎると考えられているからである
。

　しかしながら，固定資本を考慮しない第二の価格方式のグル ープに目を向けると ，二

つのグループで過小評価される部門は，牧畜業，食品業，農業，林業，漁業，建築業で

あり ，手工業的な第一次産業部門がほとんどである。これに対して，過大評価される部

門は，電力工業，石油工業，重化学工業，軽化学工業，軽機械工業，冶金工業，重機械

工業など，いわゆる資本集約的部門とな っている 。

　以上，現行価格体系の「歪み」について五つのモデルをもとに検討してきたが，多く

の仮定 ・単純化に基礎をおいた計算結果であるにしても ，先の中国における価格体系の

問題点を裏付けている。今日の世界では，杜会主義国であれ資本主義国であれ，価格決

定は一つの単純な要因によっ てではなく ，少なくとも次の三つの要因が重要となる 。

　（１）価値関係，すなわちある基準（例えぽ本シミュレーシヨンに採用した五つの基準）にし

たが って，各部門（各生産物）に均等なマークア ップ率を与える。つまりこの計算の理

論価格の導入である。故に現行価格が理論価格と一致すれぼ（価格調整係数Ｐ：１），望ま

しい価格体系になる 。

　（２）需給関係，すなわち市場の需要と供給によっ て価格が上下に運動し，供給不足の

商品は需要抑制と供給刺激がもたらされることによっ て相対的に過大評価され，逆は逆

となる 。

　（３）政策関係，たとえばマクロ 的には国民生活を重視する消費重視政策，またはその

反対に経済成長を重視する高蓄積政策，産業政策或は，農業保護政策，技術産業育成政

策， さらには対外政策には輸出促進政策と内需拡大政策がある。これらの政策の組合せ

によっ て， 重視される部門の価格は相対的に過大評価され，逆は逆となるような様ざま

な価格体系を形成する 。

　第一の要因は，価格決定に最も根本となる基準線といえよう 。残りの二つの要因によ

って，部門間価格は基準線の上下に変動する。従 って，第一の要因だけを満足する価格

（２３５）
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体系が，つまり（このシミュレーショソ計算方式で表現すれぱ）各部門の価格調整係数が１

に揃った価格体系が，必ずしも合理的であるとはいえな＝い。しかしながら，以上のシミ

ュレーショソ計算結果から分かれるように，理論価格の半分近くしか評価されていない

部門（価格調整係数は２に近いこと）もあれば，その倍以上も評価された部門（価格調整係

数は０．５以下のこと）もあることから，中国の価格体系は１からかなりかげ離れている 。

さらに，この基準線からの「ずれ」は，需給関係或は政策関係を反映しているかどうか

をみてみると ，むしろ逆の場合が多い。これに関する詳細な分析はより一層の統計資料

に基づく実証分析が必要であるが，ここではよく指摘されている例で大体の見当を付け

てみる。石炭，冶金等の基礎生産資財部門と運輸部門は深刻な供給不足が存在しており ，

経済の発展に大きな障害となるため，これらの産業を優先的に発展させようとする政策

的意図がありながらも ，現行価格はかえって基準線よりも過小評価されている。これら

のことから，１９８１年時点における中国価格体系は，経済改革の観点で見れぱ多くの不整

合性が存在していたといえる 。

　１９８１年と言えぱ，価格改革開始の直後で，その前後に行った価格体系の調整は以上の

我々の実証分析結果との対応性を検討してみたい。１９７９年から１９８４年にかけて全国規模

で， 影響力の大きい価格体系の調整が６回にまとめられる 。

　（１）１９７９年には，１８品目の主要農副産物の買い付け価格を引き上げ，その引き上げ幅

は全体で２２．１％，総額１０８億元に達した。そして，主要農産物についてはプレミア価格

で買い付けるという制度も始まっ た。 これにより農村の疲弊状態は著しく改善された 。

　（２）農副産物の買い付け価格を引き上げると同時に，豚と野菜を中心とする８種類の

農副食品及び関連生産物の販売価格が値上げされ，その際都市住民に生活補助金が支給

された 。

　（３）１９７９年から，程度は異なるものの，石炭及び重工業生産物について一部分の出荷

価格を引き上げた。そのうち，石炭は３０．５％，銑鉄は３３％，鋼鉄材は２０％を引き上げた 。

　（４）１９８１年には，一部の紡織製品の価格を引き下げると同時に，たばこ及び酒類の価

格を大幅に引き上げた 。

　ここまでは我々実証分析の対象年以前に行われた調整で，この調整により ，従来基準

線からより上へ離れた農業部門とより下へ離れた紡績部門は基準線に近付くようにな っ

てきた。また，従来の石炭，冶金部門は実証結果よりも過小評価されたこと ，タバ コ及

び酒類は食品部門に含まれるから，その引き上げによって食品部門の計算結果を押し上

げたことが分かる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（２３６）
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　（５）１９８３年には，化学繊維紡織品の価格を引き下げ，綿花紡織品の価格を引き上げる

など，紡織品に対して全面的に調整を行った 。

　（６）１９８４年には，鉄道の貨物運賃及び水上の貨物運賃と旅客運賃を引き上げた。１９８５

年には，さらに鉄道の短距離旅客運賃と貨物運賃を引き上げた。この輸送料金の調整は ，

これまで近距離の輸送料がとくに低すぎたため，とりわけ自動車輸送の発展を妨げてき

たことへの反省の上にたって行われた。近距離の貨物輸送では，鉄道運賃はトラ ックな

どでの輸送料の１５％にすぎなか った。このため，鉄道輸送においては，１００キ ロ以下の

近距離のものが２３～３０％を占めるほどであ った。そこで近距離輸送の運賃の大幅な値上

げは，これらの輸送を他の交通機関に分散させ，総合的な発展を図る方向へ改善を進め

ることをも目的としているわけである 。

　これらの価格調整は，いずれも基準線へ回帰する努力であると考えられる 。

　前述したように価格体制の不合理は不整合な価格体系と硬直的な集権的管理体制とい

う二つの関連する側面によって生じていたが，その管理体制の改革についても簡単にま

とめてみたい 。

　数年間の改革を通じて，中央政府から地方政府へ価格管理権限が拡大されたり ，生産

物の一部に対する取引と価格設定が自由化されたりしたことによっ て， 価格管理体制が

ある程度緩和された 。

　農副産物では，食糧 ・綿花 ・油に対して政府が一定の買い付けを行うものの，生鮮食

料品は相次いで価格統制の枠から外されて自由化された。これによっ て， 豚や野菜を中

心とする副食品は，生産の量的な増大ぼかりでなく ，品種の増加，品質の向上にも一定

の成果をもたらしたが，供給不足の状態を脱することはできず，価格は下がらなか った 。

　工業消費品における小商品は完全に統制価格の枠から外されて自由化され，市場調節

を実行した。軽工業品における紡織品及び工業生産資材としての機械電気生産物にはほ

ぽ浮動価格を実施した 。

　最も問題にな っている素材 ・エネルギーなどの基礎生産資材は，絶対的な供給不足と

なっ ているため，価格を引き上げて，それらの生産の発展を図らなけれぱならない。た

だ， 石炭 ・鋼材 ・セメント ・木材といった基礎資材は，すべての生産部門に必要とされ

るものであり ，安易な値上げは重大な影響を引き起こすことにもなりかねない。そこで

考えられたのは，計画的分配部分の価格は基本的に動かさず，それ以外の生産物の一部

に対して，その取引と価格設定を自由化する方式であ った 。

　このように，「計画」，「浮動」，「自由」の三種の価格をとっ ている。つまり ，素材や

（２３７）
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絶対的に供給不足とな っている商品は，政府が指令する計画価格，生活必需品の多くは

政府が コソトロー ルする浮動価格，それに供給量が比較的豊富な豚，野菜，服飾などの

雑貨は自由価格である。供給体制が整い，製品が潤沢になれぱなるほど，価格の自由度

が高まるわけである 。

結びに代えて

　価格改革は不整合な価格体系の改善及び硬直的な集権的価格管理体制の緩和に大きな

成果を上げた。物価は上昇気味とた ったが，勤労者賃金の大幅な上昇，農産物買い入れ

価格の大幅た引き上げた対して，１９７９年～１９８４年の段階では年平均物価上昇率はただ

２％台で，国民生活はかたりの改善がみられた 。

　しかしながら，長期にわたって形成きれてきた中国の価格体制は，国民経済の全ての

部門に深くかかわりあ っている。「荒療治」によっ て，一挙に片付けられる問題ではな

いことは明らかである。又，全般的な供給不足という状況の下では，価格の部分的な手

直しは物価値上げの連鎖反応を引き起こすことにもたる。基礎生産資材について国家の

統一価格と自由市場価格という二種類価格が併存することに関しても ，絶対的な供給不

足の下では，その二価格の間に極めて大きな格差が生じ，そこから様々な問題が生じて

きた 。

　事実，１９８４年までに割合好調であった価格改革は，その年の後半から，物価は急上昇

し初め，政府は抑制の姿勢を見せながらも１９８５年から１９８７年にかけた三年問の平均物価

上昇率は７．２％に達し，１９８８年に入ると ，物価上昇率はさらに１月の９．５％から１０月の

２６．１％に突入するという高イソフレ局面にぶつかることにな った。高イソフレは経済成

長， 杜会安定に不安な要素をもたらし，価格問題は最も敏感な問題になり ，価格改革重

点からイソフレ抑制重点への方針転換が行われた 。

　実は，この高イ１■フレの発生に対して，価格改革はそのきっ かけにな った側面があ っ

たとしても ，原因ではない。投資過熱と消費ファンド膨張による超過需要，ポトルネ ッ

ク部門の供給不足，低労働生産性に対する賃金の超過上昇，大衆のイソフレ期待心理と

便乗値上げなどの経済秩序の混乱，官僚の腐敗と大衆の政策及び政府への不信感等は ，

このいずれもその要因をなす。さらに１９８１年の３９６億元から ，１９８７年の１４５４億元を経て ，

１９８８年の１８５０億元に増加した現金流通量はその直接的要因に挙げられる 。

（２３８）
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　だが，高イノフレの発生は，価格改革を進めることが容易ではないということを改め

て示唆してくれた 。

　注 ：

　　１）中国における産業連関表の作成状況については次の文献を参考にした 。

　　　　鳥家培　張守　編『中国における投入産出表の応用』山西人民出版杜，１９８４年９月 。

　　　　国家統言十局国民経済平衡統計司編『投入産出表の作成及び応用』中国統計出版杜 ，１９８１年

　　　１月 。

　　　　鍾翼夫主編 ・陳錫康副主編『投入産出分析』中国財政経済出版杜，１９８７年９月 。

　　　　陳錫康『投入産出方法』人民出版杜，１９８３年５月 。

　　２）１９８１年に作成した表は，１黒色金属（鉄 ・マンガン ・クロム）工業 ・２有色金属工業 ・３

　　　電力工業 ・４煤炭及煉焦工業 ・５石油工業 ・６重化学工業 ・７軽化学工業 ・８重機械工業 ・

　　　９軽機械工業 ・１０建築材料工業 ・１１重森林工業 ・１２軽森林工業 ・１３食品工業 ・１４紡織工業 ・

　　　１５縫，皮革工業 ・１６造紙及文教用品工業 ・１７其他工業 ・１８建築業 ・１９鉄路運輸 ・２０其他交通

　　　及郵電業 ・２１商業，飲食業及物資供鋪 ・２２農業 ・２３林業 ・２４牧業 ・２５副業 ・２６漁業の２６部門

　　　に分類されていたが，１９８６年に公表されたものでは，２６部門のうち１ ・２を冶金工業に ，１９

　　　　・２０を交通郵電業に統合し ，２４部門とな っている 。

　　３）中国杜会科学院比較経済体制研究課題小組「関於我国経済体制改革的目漂模式問題」ｒ中

　　　国杜会科学』１９８４年第５期

　　４）同上

　　５）１９８１年表《説明》の日文訳はジ ェトロ１９８７年５月に掲載 。

　　６）「人民日報」１９８８年１月５日付の記事，「農村経済に歴史的大変化，非農業生産額は初めて農

　　　業を越える一八千万農民が非農業に転入，昨年の生産額は四千五百億元」を参照のこと 。

　　７）統計上のこの問題は，生産統計と分配 ・支出統計のようないくつかの基本的統計問の不整

　　　合という問題を生み出している。例疋は，工業総生産額統計は物的生産物の範囲て捉えられ

　　　ているのに対し，家計消費は物的生産物に対する支出だけではなく ，非物的サービスヘの支

　　　出をも含んでいる 。

　　８）国家統計局投入産出弁公室編「１９８７年全国投入産出調査培訓教材」中国統計出版杜。その

　　　紹介として ，１９８８年１０月２２日の『日本経済新聞』を参照のこと 。

　　９）減価償却の処理について ，ｒ更新 ・大修理への支出の部門構成比に応じて，各部門の減価

　　　償却を内生部門に配分する」という方法か考又られる 。詳細は田畑理一『中国産業連関表と

　　　価格改革について』ジ ェトロ１９８７年５月を参照 。

　　１０）『中国統計年鑑１９８６年』３４べ一ジ，「国営企業固定資本基本折旧率」。但し，この統計は産

　　　業連関表と対応できる２４部門分類てはなく ，工業，鉄道，交通，商業，飲食と言う５部門の

　　　　ものしかない。そのためやむを得ず，明かに現実的ではないが，いくつかの部門を同じ比率

　　　　を用いた 。
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。
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　　　　　　　　「地域労働力の計量分析」１９６７年 。

李忠傑等「杜会主義改革史」春秋出版杜，１９８８年２月 。

路石「蘇連価格改革的目漂和措施」〈世界経済》（北京）１９８８年２月 。

劉国光ｒ我国価格改革的一些情況和問題」《財貿経済》（北京）１９８６年５月 。

林碧芳「略論国家指導価格」〈価格月刊〉（南昌）１９８６年１２月
。

李鴻昌「試談価格改革与物価的関係」《河南経済学院学報〉（鄭州）１９８８年１月 。

李長明ｒ中国における産業連関分析の研究と応用」『経済統計研究』第１６巻一ｎ

　　　「中国と日本の経済構造の比較研究」

鈴木登「イソドにおける投入産出分析に関する文献調査」調査と研究（三菱経済研究所）１９６６年 ，

　　第５巻１１号 。

杜団法人日本能率協会ｒ１９８７－１９９２産業連関予測」。

財団法人産業研究所，財団法人統計研究会「日 ・米 ・欧三極産業連関の国際構造比較に関する研

　　究」１９８２年
。

財団法人産業研究所「国際産業連関表作成に関する調査研究」１９８５年 。

曹英「経済管理中的価格」北京大学出版杜 。

朱民「１９８６年価格改革綜述」《価格理論与実践》 。

銭志平ｒ関於建立与完善我が国市場体系的探討」〈杜会科学評論》（西安）１９８６年６月 。

曹玉書「試論国家指導価格」《中国経済体制改革〉（北京）１９８６年１１月 。

鐘朋栄等「深化価格改革的理論与対策」〈中南材経大学〉（武漢）１９８８年１月 。

鐘翼夫主編 ・陳錫康副主編ｒ投入産出分析」中国財政経済出版杜，１９８７年９月 。

石成林ｒ論深化農産品価格改革」〈福建論壇：経済，杜会版〉（福州）１９８７年１２月 。

中国国家統計局国民経済平衡統計司編「投入産出表的編制与応用」１９８８年中国統計出版杜 。

（２４１）



１０６ 立命館経済学（第３８巻 ・第２号）

通商産業省構造研究会編『日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析』１９６５年，東

　　洋経済新報杜 。

通商産業省［産業構造の長期ビジ ョソ』１９７４年 。

［計量委員会第７次報告一中 ・長期経済分析のための多部門計量モデル』

通商産業省構造研究会編丁日本経済の予測と計画一産業連関計画モデルによる分析』１９６５年，東

　　洋経済新報杜 。

中国杜会科学経済研究所比較経済体制研究課題小組ｒ関於我国経済体制改革的目標模式問題」

　　ｒ中国杜会科学ｊ１９８１年５期
。

玉岡雅子，藤川済史［付加価値税導入の経済効果一アカウント方式とインポイス方式の相違を考

　　慮に入れる』。

田畑理一ｒ中国産業連関表と価格改革について」ジ ェトロ ，１９８７年５月 。

丹羽春暑著丁ソ連計画経済の研究』東洋経済新報杜，１９６６年 。

張卓元「杜会主義経済中的価値，価格，成本和利潤」中国杜会科学出版杜 。

　　　「消除通貨膨張，為価格改革創造良好環境」〈価格理論与実践〉（天津）１９８８年１月 。

張風波主編「中国経済結構与政策」中国財政経済出版杜，１９８８年６月 。

程暁農「価格収入与通貨膨張」〈経済研究〉１９８８年５月 。

張建民ｒ＋一届三中全会以来価格理論主要観点綜述」〈杜会科学評論〉（西安）１９８６年１０月 。

張玉璽「浅議我国価格管理体制的目標模式」〈貴州杜会科学〉１９８７年１月 。

中国商業経済学会秘書処ｒ杜会主義市場理論討論会主要観点綜述」〈経済学週報〉（北京）１９８６年

　　１０月
。

陳学工「杜会主義市場体系及其控制」〈福建論壇〉（福州）１９８６年１０月 。

陳林「価格改革的最終模式是自由価格」〈学習月刊〉（福州）１９８６年７月 。

張亮彬ｒ浅談我国価格管理体製的改革及其特徴」〈学理論〉（ハルピン）１９８７年６月 。

張家慶「農産品価格模式問題」〈価格理論与実践〉（京）１９８７年１月 。

湯天華「対糧食価格水平問題的分析」〈価格理論与実践〉（京）１９８７年１月 。

丁声俊「論我国糧食流通体制的改革」〈未来与発展〉（京）１９８７年１月 。

陳錫康「投入産出方法」人民出版杜，１９８３年５月 。

戴園農ｒ中国価格問題探索」上海人民出版杜 。

ＪＩ　ＪＩ　Ｔｅｐｅｘ０Ｂ「数理経済モテル」動草書房，１９７５年 。

於永達「日本対農産品物価的管理」〈現代日本経済〉（長春大学，長春）１９８７年３月 。

島家培　張守　「中国における投入産出表の応用」山西人民出版杜，１９８４年９月 。

烏家培 ・周方ｒ経済模型及其応用」経済科学出版杜，１９８６年２月 。

鳥家培　張守　　ｒ経済模型在国民経済管理中的作用」経済科学出版杜，１９８７年８月 。

山田弥「高度成長と所得分配構造」〈六甲台論集〉１９７２年１月 。

　　　「石油危機における価格構造変化の多部門分析」〈立命館経済学〉第三十巻第三 ・四 ・五

　　号 。

楊慶発主編「蘇連東欧国家価格体制」中国杜会出版杜，１９８６年６月 。

楊仲偉「我国通貨膨張的診断」〈経済研究〉１９８８年４月 。

（２４２）




